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特定重大事故対処施設の
適用期限について
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新規制基準における原子炉施設の大規模な損壊への対応

 可搬型設備による対応を中心とした多様性及び柔軟性を有する手順書を整備
 通常と異なる対応が必要な場合でも柔軟に対応できるよう体制を整備

 設備の整備にあたっては、共通要因による同等の機能を有する設備の損傷を防止、複数
の可搬型設備の損傷を防止するよう配慮

（出典：関西電力提供写真を一部使用）

大規模な自然災害や故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムが発生した場合に
活動するための手順書、体制及び設備の整備等を要求

原子炉建屋及び原子炉補助建屋から100m以上離隔を
とった高台に、複数箇所に分散配置

100m以上離隔

接続口をそれぞれ互い
に異なる複数の場所に
設置

主な確認結果

大規模損壊に対して必要な手順や体制等が適切に整
備される方針であることを確認

審査結果

放水砲

大容量ポンプ

電源車（可搬）

送水車（可搬）
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新規制基準における放射性物質の拡散を抑制する対策

大気への拡散抑制
• 海を水源として、大容量ポンプ及び放水砲により、
格納容器等の破損箇所に向けて放水

格納容器等が破損した場合も想定し、敷地外への放射性物質の拡散を抑制するために
必要な対策を要求

 海洋への拡散抑制

• 発電所から海洋に流出する箇所（取水路側、放水路側）に
シルトフェンスを設置

• 海洋への流出経路に放射性物質吸着剤を設置

主な確認結果

大容量ポンプ及び放水砲の放水
設備により敷地外への放射性物
質の拡散を抑える対策及び海洋
への拡散防止対策が適切に実施
される方針であることを確認

審査結果

放水砲

（出典：関西電力提供写真を一部使用）

シルトフェンス設置

放水状況
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※系統構成は一つのイメージ

原子炉建屋

溶融炉心
冷却ポンプ

水源

電源

フィルタ・ベント
（特定重大事故等対処施設）

格納容器
スプレイ

例えば100ｍ
（回避）

緊急時制御室

炉心

格納容器

格納容器
下部注水

格納容器
スプレイポンプ

炉内注水

山側

特定重大事故等対処施設

フィルタ
海

特定重大事故等対処施設
（意図的な航空機衝突などへの対策）
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バックアップとしての恒設施設の設置
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基準への適合を求める時期について
 今回、福島第一原発事故の教訓を踏まえて必要な機能（設備・手順）は全て、新規制の

施行段階で備えていることを求めている。

 ただし、信頼性をさらに向上させるバックアップ施設については、工事計画の認可から５
年後までに適合することを求める予定。

シビアアクシデントを起こさな
いための機能（強化）

シビアアクシデントに対処する
ための機能（新設）
※テロや航空機衝突対策含む

平成２５年７月の施行時点で
必要な機能を全て求める

信頼性向上のためのバック
アップ施設は５年後までに
適合することを求める

・地震・津波の厳格評価
・津波対策 （防潮堤）
・火災対策
・電源の多重化・分散配置 等

・炉心損傷の防止
（減圧、注水設備・手順）

・格納容器の閉込め機能
（BWRのフィルタベント等）

・緊急時対策所

・原子炉から１００ｍの場所へ電
源車・注水ポンプ等を保管 等

・バックアップ施設

－原子炉から１００ｍの場所
に電源、注水ポンプ、これら
の緊急時制御室を常設化
（特定重大事故等対処施
設）

－恒設直流電源（３系統目） 5５



適用期限の経緯
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・変更前までの経過措置期間
新規制基準の施行日(平成25年7月8日)から
一律に５年間（平成30年7月7日までの間）

・当時の考え方
〇特定重大事故等対処施設等は、本体施設等の

信頼性向上のためのバックアップ対策
〇施設を新たに設置するためには、審査、工事等

に、一定の時間を要するため、一律に５年間の
経過措置期間を設定

６
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・現在の経過措置期間
工事計画の認可の日から５年の間
（平成２８年１月１２日に変更）

・変更理由
〇特定重大事故等対処施設等は、工事計画認可

申請の審査に一定の時間が必要であること

〇当該施設等に係る新規制基準への適合性審
査を進めるためには、本体施設の位置、構造
及び設備の詳細設計を前提として審査を行う
必要があること

現在の適用期限
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施設毎の具体的な期限は、次のとおり。

施設 経過措置
満了日

設置変更許可 工事計画 保安規定

申請 許可 申請 認可 申請 認可

美浜 3号炉 H33.10.25 H30.4.20

大飯 3,4号炉 H34.8.24 H31.3.8
高浜 1,2（3,4）

号炉

H33.6.9 H28.12.22 H30.3.7 （全４回）

（第一回）
H30.3.8
（第二回）
H30.11.16
（第三回）
H31.3.15
(第四回)
未定

（第一回）
H31.4.25

3号炉 H32.8.3 H26.12.25 H28.9.21 H29.4.26

4号炉 H32.10.8 〃 〃 〃

特定事故対処施設の適用期限
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２０１９年４月１７日：更田委員長、山中委員、伴委員等が参加し
た「第8回主要原子力施設設置者の原子力部門の責任者と
の意見交換会」において、期限内の完成が間に合わなくな
りつつあるため、期限について対応を検討してほしい旨の
説明を事業者より受けた。（具体的には、次ページ以降のと
おり。）

特重施設の工事進捗状況

９



（２０１９年４月１７日「第8回主要原子力施設設置者の原子力部門の責任者との意見交換会」資料２（主要原子力施設設置者提出資料）の抜粋）
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（２０１９年４月１７日「第8回主要原子力施設設置者の原子力部門の責任者との意見交換会」資料２（主要原子力施設設置者提出資料）の抜粋）

１１
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事業者からの説明を踏まえた議論の概要
（平成３１年４月２４日 第５回原子力規制委員会

及び令和元年６月１２日 第１２回原子力規制委員会）

 事業者の意見を踏まえても、期限を変更すべきとするような特段の
状況変化は認められず、見直しは行わないと判断した。

 東京電力福島第一原子力発電所事故の教訓の中でも最も大きなも
のの一つが、継続的に安全性の向上を目指していくという意識が欠
けていたことである。いたずらに期限を延長することは、この継続的
な改善を損なうこととなり、また、基準に適合しない状態を看過する
ことはできないことから、原子炉の停止を求めていくという方針を確
認した。

 特重施設が完成しないまま期限を迎えた場合の具体的な手続は次
ページの通り。

１２



２．基本的な考え方

特重施設に係る使用前検査に合格していない発電用原子炉施設は、経過
措置期間が満了する日（以下「満了日」という。）の翌日以後、冷温停止状態
を継続しなければならない。

このため、満了日の一定期間前に、原子炉等規制法第４３条の３の２３第１
項の規定に基づき当該発電用原子炉施設の使用の停止を命ずることとする。
なお、当該命令をするに当たっては、行政手続法に基づいて弁明の機会の
付与を行う必要があるため、同法の定めるところにより設置者に弁明の機会
を付与する。また、原子炉等規制法第７１条第５項の規定に基づき、あらか
じめ経済産業大臣に通知する。

１３



３．具体的な対応（案）

満了日の約６週間前までに特重施設に係る使用前検査に合格していな
い発電用原子炉施設は、満了日までに特重施設に係る使用前検査に合
格することができない蓋然性があり、満了日の翌日時点で技術上の基準
に適合していない状態になるものと認められるため、使用の停止を命ずる
ことを前提に原子力規制委員会において弁明の機会の付与を決定する。

また、満了日の約１週間前までに使用前検査に合格していない場合は、
満了日までに特重施設に係る使用前検査に合格することができないと見
込まれ、満了日の翌日時点で技術上の基準に適合していない状態になる
ものと認められるため、提出された弁明書を踏まえ、原子力規制委員会に
おいて命令の発出を決定することとする。

ただし、発電用原子炉施設の保全ないし管理、検査その他の措置を安
全上必要な限度において行うことは認めるものとする。また、特重施設に
係る使用前検査に合格したときは、命令は効力を失う。
なお、命令の発出と同時に通知の発出も決定し、経済産業大臣にあらか

じめ通知することとする。
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